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飛躍的成長を目指す中小企業が、10年を
目安に「売上高100億円」を超える野心的
な目標を掲げ、実現に向けた取組を行って
いくことを自ら宣言するものです。
「100億宣言」は、事務局が運営するポータルサイト
に掲載されます。

中小企業成長加速化補助金等、「宣言」の取得
が基本要件となる補助金・税制の申請が可能に
なります（別途、必要書類を提出した上で、審査
があります）。

「宣言」を取得した企業の経営者・経営幹部が、
地域・業種を超えて刺激し合えるネットワーキン
グイベント等にご参加いただけます。         

「宣言」を取得した企業は「公式ロゴマーク」を使
用できます。名刺や自社Webサイトへの記載など
で自社の取組のPRにご活用ください。

補助対象者 売上高100億円への飛躍的成長を目指す中小企業
補助上限額 5億円（補助率1/2）
補助事業実施期間 交付決定日から24か月以内
 ①投資額1億円以上（専門家経費・外注費を除く補助対象経費分）
補助事業の要件 ②「100億宣言」を行っていること
 ③その他、賃上げ要件など
補助対象経費 建物費、機械装置等費、ソフトウェア費、外注費、専門家経費

項 目 内 容

補助金・税制の活用 公式ロゴマークの活用による
自社PR

経営者ネットワークへの参加

※「100億宣言」の取得に際しては、所定の要件と記載内容の確認があります。

「100億宣言」に記載する内容

中小企業成長加速化補助金 中小機構による成長企業支援

「100億宣言」のメリット

「100億宣言」とは？

イノベーション
創出に向けた
設備の導入

自動化による
革新的な生産性向上

工場、物流拠点などの
新設・増築

活用イメージ

補助事業概要

審査のポイント

事業スキーム

経営者のビジョンやシナリオが明確であり、経営戦略上の補助事業の位置づけを踏まえて、飛躍的な成長
につながることが見込まれるか。外部・内部環境の認識（市場や顧客動向、自社の強み・弱み、経営資源等
の状況等）を踏まえた事業戦略となってるか。（売上高成長率、付加価値増加率、売上高投資比率等）

産業競争力の強化、イノベーションの創出、地域資源の活用、サプライチェーンへの効果など波及効果が見
込まれるか。賃上げへの取組、適切な取引姿勢、女性が活躍しやすい職場環境、BCPへの取組状況など。
（賃上げ率、地域未来牽引企業、パートナーシップ構築宣言等）

迅速に投資を実行できる財務状況や組織体制が整っており、金融機関などのコミットメントが得られて
いるか。（ローカルベンチマーク、金融機関の審査への同席等）

●経 営 力

●波及効果

●実現可能性

成長プロセス

企
業
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模

経営戦略策定・経営基盤強化 ／ 人材育成・確保 ／ 資金調達

飛躍的成長

設備投資・
工場・店舗拡大

海外展開
販路開拓

新事業・新分野
進出

M＆A

設備投資等の
資金調達を行いたい

中小企業成長加速化補助金
飛躍的な成長を目指す中小企業の設備投資等に対して、上限5億円（補助率1/2）を補助
します。
※上記のほか、各種補助金、機構が出資するファンド、低利融資・信用保証等を行う政府系金融機関等を
ご紹介します。各種補助金についての詳細は右のQRコードでもご紹介しています。

他企業の取組が
知りたい

海外展開・
販路開拓を進めたい

ビジネスマッチング（ジェグテック）
約37,000社が利用するビジネスマッチングサイトJ-GoodTech（ジェグテック）を活用し、海外企業
や国内大企業との取引・協業を支援します。特に海外企業との戦略的なパートナーシップの構築を
支援します。
成長市場への進出支援  
競争優位の確立が可能な海外市場等の特定や、市場調査、事業戦略のブラッシュアップを行い
ます。
グローバルネットワーク形成支援
海外政府機関や海外企業との面談・意見交換、現地視察等を通じて、海外でのネットワーク形成を後押
しします。

新事業・新分野進出、
M＆A等の
成長に向けた戦略を
検討・推進したい

民間法人との連携による支援
経営戦略立案や市場調査・分析、海外企業との契約、IPO等のより高度な課題に対し、専門的な実務
支援を行う民間法人（コンサルタント会社、監査法人、弁護士法人等）と機構が連携し、支援を実施
します。
事業承継・M＆A補助金（旧「事業承継・引継ぎ補助金」の拡充）
M&A費用の補助上限額を現行600万円から2,000万円に引き上げるほか、PMI（経営統合後の取
組）の費用を補助します。

右腕人材等の
育成・確保を
行いたい

オーダーメイド研修
経営者・経営幹部等を対象に、企業の経営課題や要望に応じた研修を企画し、実施します。
人材確保・定着に係る集中支援　
人材確保のための講座やコンサルティング、人材定着・開発のための相談・助言等、人材に関する体
系的かつ集中的な支援を行います。

経営管理や
組織体制を強化したい

ハンズオン支援（専門家派遣）
職員・専門家による支援チームを設置し、経営管理や組織体制の強化など経営基盤の強化等をサポー
トします。

経営者ネットワーク
100億宣言企業の経営者・経営幹部が、地域・業種を超えてお互いに刺激し合えるネットワークを構
築し、経営の“気づき”につながるイベント等を開催します。

主な支援施策一覧

共通課題

1 企業概要
2 企業理念・経営者の意気込み
3 売上高100億円実現の目標と課題
4 売上高100億円に向けた具体的な措置（取組）等

中小企業成長加速化補助金の詳細は
右QRコードをご覧ください


